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増減 伸率

(a)-(b) (a)-(b)/(b)

30,060,000 30,120,000 △ 60,000 △ 0.2

7,201,000 7,147,000 54,000 0.8

838,000 839,000 △ 1,000 △ 0.1

5,748,000 5,663,000 85,000 1.5

323,000 324,000 △ 1,000 △ 0.3

2,380,000 2,217,000 163,000 7.4

711,000 716,000 △ 5,000 △ 0.7

－ 522,000 △ 522,000 皆減

17,201,000 17,428,000 △ 227,000 △ 1.3

2,538,900 2,312,200 226,700 9.8

42,300 35,200 7,100 20.2

2,581,200 2,347,400 233,800 10.0

49,842,200 49,895,400 △ 53,200 △ 0.1

◎令和元年度一般会計当初予算の概要

○

○ 主な事業（●は「福祉王国プログラム」に係るもの，
○は「グランドデザイン改革」に係るもの，※は新規事業） （単位：千円）

令和元年度 (平成30年度)

1 平成30年7月豪雨災害復興事業 319,992 （0） 

2 平成30年7月豪雨災害復旧事業 882,513 （0） 

3 （仮称）雪舟生誕地公園整備事業 250,060 （341,391） 

4 ふるさと納税関連経費 722,353 （1,049,946） 

5 総社市新生活交通事業 71,827 （71,450） 

※ 6 コンビニ交付関連事業 33,285 （0） 

※ 7 プレミアム付商品券事業 396,049 （0） 

8 障害者自立支援福祉サービス給付等事業 1,105,557 （1,054,548） 

● 9 障がい者千五百人雇用事業 21,391 （20,830） 

※● 10 児童虐待防止事業 4,102 （0） 

● 11 小児医療費 277,623 （277,623） 

● 12 認定こども園施設整備事業 151,552 （699,053） 

● 13 健康インセンティブ事業 42,925 （25,334） 

※ 14 東京23区IJUターン就職支援事業補助金 5,000 （0） 

15 地域力再生予算 100,000 （100,000） 

○ 16 南北道整備関連事業 188,158 （213,200） 

17 総社小学校改築事業（旧校舎解体・運動場等整備） 364,698 （1,731,610） 

18 調理場新設事業 1,741,475 （930,879） 

合　 　計

予算規模等

　令和元年度当初予算は，平成30年7月豪雨災害からの復旧・復興に向けた取組のための予
算を重点的に配分しています。また，これまで本市が取り組んできた「福祉王国プログラ
ム」の更なる充実を図るとともに，「グランドデザイン改革」では引き続き南北道の整備を
実施するほか，地域から要望のある道路の舗装補修等を行うための「地域力再生予算」を計
上しています。
　この結果，一般会計の総額は，300億6,000万円で（前年度比0.2％減），前年度に次い
で過去2番目の予算規模となりました。予算編成においては，財政調整基金など，いわゆる
「貯金」からの取崩に頼らざるを得ない状況となっており，社会保障関係経費の増加などか
らも，厳しい財政状況が続くものと見込まれます。このような財政状況をしっかりと注視し
ながらも，市民に寄り添い，復興への歩みを着実に進めるとともに，人口や経済が上昇する
まちづくりや「全国屈指の福祉文化先駆都市の実現」を目指して取り組んでまいります。

公
営
企
業
会
計

水 道 事 業

工 業 用 水 道 事 業

小 計

小 計

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

農 業 集 落 排 水 事 業 費

一 般 会 計

公 共 下 水 道 事 業 費

国 民 宿 舎 事 業 費

総社駅南地区土地区画整理事業費

令和元年度総社市当初予算の概要
（単位：千円，％）

区　 　分
令和元年度

（ａ）
平成30年度

（ｂ）
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予 算 額

市 税
市民税(個人・法人)，固定資産税(土地・家屋・償却
資産)，都市計画税など

8,283,428

繰 入 金 特別会計や基金からの繰入金 2,107,146

分担金及び負担金
市の行う事業により利益を受ける者から，その受益を限度として徴収
する保育所入所費負担金，老人保護措置費負担金など 347,546

そ の 他 諸収入，使用料及び手数料など 1,885,565

自 主 財 源 小 計 12,623,685

地 方 交 付 税
地方公共団体間の財源の不均衡を調整するため，財
政状況に応じて交付される税

6,280,000

国 庫 支 出 金
市が行う特定の事務・事業に対して国が支払う負担
金，補助金，交付金など

4,029,271

県 支 出 金
市が行う特定の事務・事業に対して県が支払う負担
金，補助金，交付金など

1,890,472

市 債
公共施設整備などのために市が国や金融機関から長
期的に借り入れる資金

3,369,800

そ の 他
国税の一部が市道延長・面積等によって譲与される地方譲与税や恒久
的な減税に伴う地方税の減収を補填するための地方特例交付金など 1,866,772

依 存 財 源 小 計 17,436,315

合 計 30,060,000

42.0

7.0

1.2

6.3

内 容

27.5

区 分

歳入の概要（一般会計）

（単位：千円，％）
令 和 元 年 度

構成比

●歳入の概要

自主財源…市が自主的に得られる財源（市税や施設の使用料，証明書等の発行手数料，事業の分担金）

依存財源…国や県の基準に基づいて交付される財源（地方交付税，国や県からの補助金，市債）

20.9

13.4

11.2

6.3

6.2

58.0

100.0

自主財源

126億2,369万円

42.0％

依存財源

174億3,632万円

58.0％

市税

82億8,343万円

27.5％

繰入金

21億715万円

7.0％

分担金及び負担金

3億4,755万円

1.2%

その他（諸収入等）

18億8,557万円

6.3％

その他（地方譲与税等）

18億6,677万円

6.2％

市債

33億6,980万円

11.2％

県支出金

18億9,047万円

6.3％

国庫支出金

40億2,927万円

13.4％

地方交付税

62億8,000万円

20.9％

総額

300億6千万円
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●市税収入の内訳

金額（千円） 構成比（％）

固 定 資 産 税 3,824,410 46.3 55,431 137,327 人口： 68,994人

市 民 税 ( 個 人 ) 2,958,700 35.8 42,884 106,241 世帯： 27,849世帯

市 民 税 ( 法 人 ) 402,600 4.9 5,835 14,456

都 市 計 画 税 436,110 5.3 6,321 15,660

市 た ば こ 税 399,000 4.8 5,783 14,327

軽 自 動 車 税 222,004 2.7 3,218 7,972

入 湯 税 19,800 0.2 287 711

合 計 8,262,624 100.0 119,759 296,694

平成31年3月29日現在

市 全 体 市民一人あたり
（円）

一世帯あたり
（円）

備 考

固定資産税

55,431円

46.3％

市民税(個人)

42,884円

35.8％

市民税(法人)

5,835円

4.9％

都市計画税

6,321円

5.3％

市たばこ税

5,783円

4.8％

軽自動車税

3,218円

2.7％

入湯税

287円

0.2％

市民
一人当たり

の税金
119,759円
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予 算 額

民 生 費 高齢者，障がい者の福祉サービス，子育て支援や保育所の運営 10,313,623

教 育 費 幼稚園や小中学校などの維持管理や文化・スポーツの振興 4,843,394

総 務 費 行政全般の事務管理，税の徴収や戸籍管理 4,542,387

公 債 費 借り入れた市債の元金や利子の返済 2,789,222

衛 生 費 健康増進，疾病予防や環境保全，ごみ処理 2,560,816

土 木 費 道路，河川などの社会資本整備や維持管理 2,272,326

消 防 費 消防や火災予防，水防などの災害対策 1,171,170

農 林 業 費 農林業の振興支援や生産基盤の整備 817,966

商 工 費 商工業や観光の振興 330,435

議 会 費 議会運営 271,173

労 働 費 雇用対策や勤労者の支援 85,400

災 害 復 旧 費 災害時の復旧事業 2,370

予 備 費 予算編成の際，予期しなかった予算外の支出に対応するもの 59,718

歳 出 合 計 30,060,000

435,690 円

9.3

歳出の概要（一般会計）

●歳出の概要
（単位：千円，％）

科 目 内 容
令 和 元 年 度

構成比

　福祉や保育からなる民生費が全体の34.3％を占め，最も大きな割合となっています。次いで教育費が
16.1％を占めています。

◆目的別予算の内訳

0.9

0.3

0.0

市民一人あたりの経費

15.1

3.9

2.7

0.2

1.1

100.0

34.3

16.1

8.5

7.6

民生費

103億1,362万円

34.3％

教育費

48億4,339万円

16.1％

総務費

45億4,239万円

15.1％

公債費

27億8,922万円

9.3％

土木費

22億7,233万円

7.6％

衛生費

25億6,082万円

8.5％

消防費

11億7,117万円

3.9％

農林業費

8億1,797万円

2.7％

商工費

3億3,044万円

1.1％
予備費

5,972万円

0.2％

災害復旧費

237万円

0.0％

労働費

8,540万円

0.3％

議会費

2億7,117万円

0.9％

総額

300億6千万円
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予 算 額

人 件 費 職員の給与や退職金，議員や非常勤職員の報酬など 4,448,566

扶 助 費
児童手当や小児医療費助成などの児童支援，生活困窮者や高
齢者の支援

6,578,389

公 債 費 借り入れた市債の元金や利子の返済 2,789,222

義務的経費 小計 13,816,177

物 件 費 消費的性質を有する経費で賃金，旅費，需用費，役務費など 4,722,897

補 助 費 等
市から団体や個人に対して，行政上の目的により交付する現
金的給付で，報償費，負担金，補助金及び交付金など

3,484,962

維 持 補 修 費 市が管理する道路や公共施設を維持するための費用 458,193

消費的経費 小計 8,666,052

普通建設事業費 道路の整備，小中学校やその他公共施設の建設や改修 3,636,237

災 害 復 旧 費 大雨などの異常天候の災害により被災した施設の復旧 2,370

投資的経費 小計 3,638,607

繰 出 金 一般会計と特別会計との間での資金運用 3,110,582

積 立 金 年度間の財源変動に備え，積み立てるもの 707,932

そ の 他 投資及び出資金，貸付金，予備費 120,650

その他の経費 小計 3,939,164

歳 出 合 計 30,060,000

11.6

◆性質別予算の内訳 （単位：千円，％）

区 分 内 容
令 和 元 年 度

構成比

14.8

21.9

9.3

46.0

15.7

　義務的経費が全体の46.0％を占めています。義務的経費は支出が義務付けられ，任意に削減できないことか
ら，この割合が多くなるほど財政の硬直化が進みます。

13.1

100.0

1.5

28.8

12.1

0.0

12.1

10.3

2.4

0.4

義務的経費

138億1,618万円

46.0％

消費的経費

86億6,605万円

28.8％

投資的経費

36億3,861万円

12.1％

その他の経費

39億3,916万円

13.1％ 人件費

44億4,857万円

14.8％

扶助費

65億7,839万円

21.9％

公債費

27億8,922万円

9.3％
物件費

47億2,290万円

15.7％

補助費等

34億8,496万円

11.6％

維持補修費

4億5,819万円

1.5％

普通建設事業費

36億3,624万円

12.1％

繰出金

31億1,058万円

10.3％

積立金

7億793万円

2.4％

その他

1億2,065万円

0.4％

総額

300億6千万円

災害復旧費

237万円

0.0％
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平成 30 年度下半期の財政事情 
  

○平成 30 年度下半期の我が国の経済は，一部に弱さが残るものの，雇用・所得

環境の改善が続く中で，緩やかな回復基調が続いています。個人消費は持ち直

しており，先行きについては，各種政策の効果もあって，緩やかに回復してい

くことが期待されています。しかしながら，通商問題の動向が世界経済に与え

る影響や，中国経済の先行き，海外経済の動向と政策に関する不確実性や金融

資本市場の変動の影響によるリスクも懸念されるところです。地方財政におい

ては，社会保障関係費の増大，老朽化が進む施設の維持補修費の増

加等により，依然として厳しい財政状況が続いています。 

○このような状況のなか，本市においては，更なる市政の発展に向け， 

健康インセンティブ事業，高齢者支援，引きこもり支援，発達障が

い児支援などの「福祉王国プログラム」や刑部三須線をはじめとす

る南北道の整備とともに，地域づくり自由枠交付金制度，新生活交

通「雪舟くん」，教育特区，定住促進など「支え合いの地域づくり」，

「ひとづくりやまちづくり」の各分野に予算を重点的に配分し，自

立する総社市の実現を図ってまいりました。また，歳入面において

も，市税等の自主財源の確保に向けてふるさと納税に取り組むなど，

歳入・歳出の両面にわたり，財政健全化に努めてきたところです。 

○依然として，厳しい財政状況は続いておりますが，現在の人口・雇

用の上昇曲線を止めることのないよう，「第２次総社市総合計画」

における本市の目指す都市像である「全国屈指の福祉文化先駆都市の実

現」や「グランドデザイン改革」などの領域に積極的に取り組み，前期基本

計画の 5 つの基本目標である「だれもが住み・働き・学び・訪れ・集いたく

なる総社」の実現に向け，着実に取り組んでまいります。 



収入済額 収納率 支出済額 支出率

33,149,500 24,594,642 74.2% 23,386,754 70.5%

7,714,725 6,734,220 87.3% 6,732,773 87.3%

827,079 800,436 96.8% 745,032 90.1%

5,760,865 4,624,149 80.3% 5,085,585 88.3%

374,064 87,219 23.3% 274,209 73.3%

2,224,095 986,393 44.4% 1,492,263 67.1%

711,000 581,654 81.8% 680,960 95.8%

510,658 162,859 31.9% 365,426 71.6%

土 地

建 物

山 林

有 価 証 券

出 資 に よ る 権 利

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

職 員 退 職 手 当 基 金

ま ち づ く り 基 金

小 計 （ 以 上 5 基 金 ）

そ の 他 特 定 目 的 基 金

計

※出納閉鎖（５月31日）までには，収納率は，ほぼ100％に達する見込みです。

■市有財産の状況（平成31年3月31日現在）

（単位：千円）

平 成 30 年 度 下 半 期 財 政 運 営 の 状 況

区 分 予算現額
収 入 支 出

■各会計予算の執行状況（平成31年3月31日現在）

一 般 会 計

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

農 業 集 落 排 水 事 業 費

公 共 下 水 道 事 業 費

国 民 宿 舎 事 業 費

総社駅南地区土地区画整理事業費

13,723,080千円

6,922,233千円

4,868,361千円

11,790,594千円

614,850千円

327,546千円

683,581千円

19,707千円

286,802千円

合 計

債 権

基

金

普

通

会

計

総 社 駅 南 地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 基 金

土 地 開 発 基 金

国 民 宿 舎 運 営 基 金

公 共 下 水 道 事 業 基 金

0千円

国 民 健 康 保 険 事 業 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

39,060千円

区 分 現 在 高

4,693,380㎡

253,316㎡

1,646,466㎡

309,946千円

公

有

財

産
3,379,177千円

255,798千円

5,099,735千円

879,363千円

904,075千円
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■一時借入金の現在高（平成31年3月31日現在）

（単位：千円）

予算で定めた限度額 現 在 高

4,000,000 0

100,000 0

100,000 0

■基金繰替運用の状況（平成31年3月31日現在）

（単位：千円）

繰 替 運 用 金

1,800,000

0

0

1,500,000

■債務負担行為の状況（令和元年度当初予算）

（一般会計） （単位：千円）

議 会 費 2 2,360 2,360

総 務 費 8 1,011,549 1,011,449

民 生 費 45 1,953,953 1,061,821

衛 生 費 1 290,000 290,000

農 林 業 費 117 1,354,204 698,475

土 木 費 1 43,000 18,038

教 育 費 11 1,188,252 823,778

合 計 185 5,843,318 3,905,921

※限度額が文言等で記載されているもの

　・コンビニエンスストア収納業務委託　　　　　１件

　・農業近代化資金利子補給ほか　　　　　　　　３件

　・損失補償に関するもの　　　　　　　　　　　１件

　・被災中小企業融資支援補助金に関するもの　　１件

財 政 調 整 基 金

会 計 区 分

一 般 会 計

国民健康保険特別会計

介 護 保 険 特 別 会 計

区 分

減 債 基 金

地 域 振 興 基 金

※基金繰替運用とは，基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することです。

科 目 件 数 限 度 額
当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

職 員 退 職 手 当 基 金
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市債の現在高見込額(平成30年度末見込)

（一般会計） （特別会計）

区 分 現在高（千円） 区 分 現在高（千円）

臨 時 財 政 対 策 債 12,671,515 公 共 下 水 道 10,412,557

合 併 特 例 債 9,133,188 駅南地区土地区画整理 1,857,561

土 木 費 2,165,142 農 業 集 落 排 水 1,266,139

教 育 債 2,022,419 国 民 宿 舎 443,708

水 道 企 業 団 出 資 債 1,457,968 合 計 13,979,965

農 林 業 債 412,378

減 税 補 て ん 債 184,799

地域総合整備貸付資金債 133,344

消 防 債 194,694

民 生 債 94,480

コミュニティ施設整備事業債 534

商 工 債 249

そ の 他 520,111

合 計 28,990,821

0
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市債残高の推移

一般会計 一般会計＋特別会計

(億円)

(年度)
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